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はじめに

我が国の畜産は規模拡大の進展に伴い、安価で調
達しやすい輸入濃厚飼料への依存を強めてきました
が、その結果、飼料の自給率をみると平成26年（概
算）においては、純国内産飼料自給率27％、粗飼料自
給率は78％、濃厚飼料自給率は14％となっています。
飼料費は畜産経営コストに占める割合が高く、粗
飼料の給与が多い牛では 4～ ５割、濃厚飼料中心の
豚・鶏では 6～ 7割となっており、畜産経営の収益
性を高めるためには、飼料費の低減を図ることが重
要となります（図 1）。
また、近年、穀物価格は高水準で推移し、配合飼
料価格は10年前の1. ５倍程度となっていますが、今
後も為替や穀物の国際価格の場の動向等による輸入
飼料の価格動向は、畜産経営に大きく影響を与える
おそれがあります。
こうしたことから、我が国の畜産経営の安定を図
るためには、穀物の国際価格や為替変動に影響を受
ける輸入飼料への依存から脱却し、国内の飼料生産
基盤に立脚した足腰の強い畜産経営を実現させるこ
とが重要です。
農林水産省では、平成27年 ３ 月に閣議決定した
「食料・農業・農村基本計画」（基本計画）において、
平成３7年度の飼料自給率の目標を40％と定め、国産
飼料の増産に係る各般の施策を展開していくことと

しています（図 2）。
本稿では、我が国の飼料をめぐる情勢と平成28年
度予算概算要求の概要など飼料増産に向けた農林水
産省の取組についてご紹介します。

１ 　大家畜における飼料給与の動向

大家畜経営においては、乳量・乳質・肉質を重視
した飼養管理形態への変化等により粗飼料給与率が
低下傾向で推移してきましたが、近年は横ばいで推
移しており、酪農では ５割、肉用牛では繁殖牛では
6割、肥育牛では 1割前後となっています（図 ３）。
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飼料増産の取組について

富田　育稔農林水産省飼料課　課長

肥育牛 44％

48％

67％

ブロイラー経営　66％

採卵経営　

生乳

肥育豚

養鶏

69％

（平成25年度畜産物生産費調査および平成25年営農類型別経営統計）

図 1　�経営コストに占める飼料費の割合
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粗飼料と濃厚飼料の割合（TDNベース）

２５年度供給量
23,955千TDNトン

畜種別の構成（２５年度）
（TDNベース）

注：TDN（Total Digestible Nutrients）：家畜が消化できる養分の総量。
　カロリーに近い概念。　１TDNkg≒４.４1Mcal

21％

５４．９％

（平成2 5年度畜産物生産費より試算）

３７．８％

５８．９％

８７．５％

９２．３％

９１．１％

１００％

４１．１％

６２．２％

４５．１％

79％

北海道

粗飼料：乾草、サイレージ、稲わら等
濃厚飼料：とうもろこし、大豆油かす、こうりゃん、大麦等

都府県

繁殖

1 2 . 5 ％

7 . 7 ％

8 . 9 ％

肉専用種肥育

乳用おす肥育

交雑種肥育

＜酪農＞

＜肉用牛＞

＜養豚・養鶏＞

濃厚飼料粗飼料

粗飼料
（5,003）

濃厚飼料
（18,952）

図 ３　�粗飼料と濃厚飼料の割合（TDNベース）

飼料自給率の現状と目標

飼料全体

（２６年度概算）

（２６年度概算）

（37年度目標）

（37年度目標）

（37年度目標）（２６年度概算）

輸入２２％

国産
78％

国産14％ 国産20％

27％ 40％

国産
100％

輸入86％ 輸入80％

粗飼料

濃厚飼料

○乾草
○サイレージ
　牧草、
　青刈りとうもろこし、
　稲発酵粗飼料
　（稲WCS）
○放牧利用
○稲わら
○野草（林間地等）

○穀類
（とうもろこし、飼料用米等）
○エコフィード
（パンくず、豆腐粕等）
○糠・粕類
（フスマ、ビートパルプ、
　大豆油粕、菜種油粕等）
○その他
（動物性飼料、油脂等）

図 2　�食料自給率の現状と目標

01_富田-富沢.indd   2 2015/12/17   14:33:51



3

また、飼養頭数規模の増加に伴う労働力不足等に
より、粗飼料についても利便性がよく労働負担の軽
減につながる輸入粗飼料が利用される傾向が高ま
り、大家畜経営における飼料自家生産の割合は、酪
農で ３ 分の 1 程度、肉用繁殖牛では 4 割～ ５ 割の水
準となっています。

２ 　輸入飼料の動向

飼料穀物の輸入量は、近年、12～14百万トン程度
で推移しております（表 1）。

主な輸入先国としては、米国、豪州、ブラジル、
アルゼンチン、カナダとなっていますが、輸入穀物
の 8 割程度を占めるとうもろこしについては、平成
24年 6 月以降の米国産とうもろこしの価格高騰を受
け、南米等に移行していましたが、近年では価格の
低下とともに再び米国に回帰しています。

価格動向については、とうもろこしの国際価格
（シカゴ相場）は、平成24年（2012年） 8 月に米国
主産地の大干ばつによる作柄悪化のため、 8 ドル台
まで高騰したものの、201３／14年度の米国の豊作に
より 4 ドル台前半まで低下しました。その後、2014
／1５年度の米国産の豊作、201５／16年度の米国産の
順調な作付け・生育等を背景に ３ ドル台半ばで推移
したところです。

粗飼料の輸入数量は円高による割安感や利便性を
理由に増加傾向にありましたが、平成26年（2014
年）は、米国における干ばつや港湾労使争議の長期
化等の影響で大きく減少しました。

ヘイキューブ、乾草の輸入価格は、平成20年以
降、新興国での需要増加、主産地における天候不順
により産地価格が上昇していたことに加え、円安の
影響等により高値で推移しています。

３ 　自給飼料生産の動向

飼料作物の作付面積は、近年は農家の高齢化によ

る労働力不足等により平成19年度まで減少傾向で推
移してきましたが、平成19年からの配合飼料価格の
高騰を踏まえ、関係者が一体となり、飼料増産に取
り組んだ結果、飼料用米や稲発酵粗飼料の作付拡大
などから、平成20年度以降は、概ね増加傾向で推移
し、平成26年は92. 4万ha（北海道５9. ３ha、都府県
３３. 2ha）となっています。

単位面積当たり収量（単収）は、近年は、草地更新の
遅れ等により微減ないし横ばいで推移しています。

稲WCSと飼料用米の作付面積は平成2３年度から
の戸別所得補償の本格実施等により着実に増加して
おります。特に飼料用米については、平成27年産は
東北地域や関東地域を中心に全国的に作付けが拡大
し、 8 万haとなっています。

４ 　飼料自給率向上のための取組

（ 1）畜産再興プラン実現推進本部の設置
基本計画や「酪農及び肉用牛生産の近代化を図る
ための基本方針」（酪肉近）等で示された畜産再興
プランのうち、今後 ３ 年間で緊急に対応すべき課題
である①繁殖雌牛の増頭、②酪農生産基盤の強化、
③飼料の増産について、農林水産省内に、生産局長
を本部長とする「畜産再興プラン実現推進本部」（推
進本部）を設置し、効果的かつ強力な施策の実施と
地域的な取組を促進することとしています。

緊急 ３ 課題のうち飼料増産の推進に当たっては、
推進本部に飼料増産部会を設置し取り組んでいると
ころです。また、飼料増産運動の全国的な推進組織
として、農林水産省本省関係課、地方農政局等、飼
料関連の全国団体・研究機関等を構成メンバーとす
る全国飼料増産行動推進会議を設置し具体的な取組
運動を展開しています。ブロック段階でも地方農政
局等飼料増産行動推進会議を設置して、地域の飼料
増産の実情に応じた地方ブロックごとの取組を推進
し、都道府県段階では国の取組方針や地域の飼料生

　表 1　�我が国の飼料穀物輸入量� （単位：万トン）

H２４年度 H２5年度 H２6年度

とうもろこし 1, 049 1, 021 996

こうりゃん 146 1３9 68

大麦 106 107 98

その他 96 8５ 4３

合計 1, ３98 1, ３５2 1, 20５

　表 2　�飼料用米及びWCS用稲の作付面積の推移� （単位：ha）

２0 ２1 ２２ ２3 ２４ ２5 ２6 ２7

飼料用米 1, 410 4, 12３ 14, 88３ ３３, 9５５ ３4, ５2５ 21, 8022 ３３, 881 79, 766

稲WCS 9, 089 10, 20３ 1５, 9３9 2３, 086 2５, 672 26, 600 ３0, 929 ３8, 226
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図 4　�全国の飼料作物の作付面積及び収穫量の推移
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産の状況等を踏まえ、飼料増産に係る重点的な取組
項目を選定した上で目標設定を行い、飼料増産に向
けた取組を推進していくこととしています（図５）。
（ 2）平成28年度概算要求の概要

輸入飼料への依存体質から脱却し飼料生産基盤に
立脚した畜産経営を実現するため、国産飼料の生
産・利用の拡大を推進する取組として、平成28年度
概算要求の中から主要な施策を紹介します。

①　難防除雑草の駆除などによる草地改良
永年草地は年数を重ねると雑草の侵入や裸地化に

より生産性（収量）が低下します（図 6）。最近では、
ギシギシやシバムギのように繁殖力が旺盛で、除草
剤が効きにくいなど単一の手法では防除が難しい難
防除雑草が繁茂し、草地の生産性が著しく低下する
要因となっています。このような草地では従来の草
地改良を行っても十分な効果が得られないことか
ら、地域の条件に合った駆除計画を策定・実行し、
地域でまとまって取り組む必要があります。このた
め、土壌分析に基づく施肥や地域に適合した牧草等
の優良品種の導入による草地改良を進め、大幅な収
量増を図る取組を支援する「草地難防除雑草駆除対
策」について、平成26年度補正予算に引き続き、28
年度予算要求を行っています。
②　コントラクター等の機能の高度化

輸入飼料価格が高止まりする中、自給飼料の重要

○草地改良の必要性 草地改良による
増収が必要

草地
改良

単収（トン/ｈa）

経過年数（年） （北海道農政部調べ）

45

40

35

30
25

20
0　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　7　　8　　9　　10

草地の経年劣化

図 6　�草地改良の必要性

連携

指導・助言

本省段階

飼料増産運動の推進体制

主な活動

地方ブロック段階

関係機関

政策統括官関係課
農村振興局関係課
食料産業局関係課
技術会議事務局研究統括官　等

＜構成＞
飼料課
（必要に応じ関係課と連携）

飼料増産に係る取組方針の設定、推進方策の検討（普及資料作成等）
都道府県における重点的な取組目標の設定
取組目標等の点検・検証・進捗管理
飼料増産を図るための普及啓発、情報の収集・分析・提供
シンポジウムの開催、実態調査・モデル事例等調査
全国団体、ブロック段階との連絡調整　等

■農研機構　畜草研
■家畜改良センター
■中央畜産会
■日本草地畜産種子協会
■日本科学飼料協会　など

〈構成〉
地方農政局生産部（必要に応じ農村振興部等の関係部と連携）
県庁、　（独）農研機構地域農業研究センター、　（独）家畜改良センター牧場、各県
畜産団体、　各県耕作放棄地対策協議会など

◆担当者会議の開催、各県への助言・指導
◆都道府県における重点的な取組目標の設定と点検・検証・進捗管理
◆飼料増産を図るための普及啓発、情報の収集・分析・提供
◆取組計画の策定、推進上の課題の分析・把握
◆シンポジウム、現地調査、現地研修会等の開催　等

推進内容

図 ５　�飼料増産の推進体制
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性が益々高まっており、畜産農家の経営安定を図る
ために、コントラクター等の果たす役割と寄せられ
る期待は大きくなっています。今後は、コントラク
ター等が従来の殻を破り、地域の飼料生産基盤の担
い手として活動していけるように飼料生産機能を高
度化させる必要があります。このため、コントラク
ター等が、国が示すガイドラインに即し、①飼料生
産にかかる作業を集積し、作業導線の簡略化や計画
的な農作業を行うことによって飼料生産機能を強化
する取組、②自給粗飼料の増産が可能な地域から自
給粗飼料の増産が困難な地域へ粗飼料供給機能を強
化する取組、③地域の飼料生産基盤を最大限活用す
るため、草地コンサルタントとしての機能を強化す
る取組など、飼料生産機能を高度化するプログラム
を策定し、実行するために必要な支援を行う「飼料
生産組織機能高度化事業」について、新たに予算要
求を行っています。

③　�エコフィードの品質向上及びエコフィード利用
地畜産物の差別化の促進

食品残さ等を利用した飼料（エコフィード）の生
産・利用は、食品リサイクルにおける資源の有効利
用や飼料自給率を向上する手段としてだけでなく、
近年の輸入飼料原料価格が不安定な情勢において、
飼料費を削減する手段としても、重要性が高まって
います。今後、さらなるエコフィードの生産・利用
の拡大を図るため、平成28年度予算ではエコフィー
ドを活用した差別化畜産物の生産を介し、食品小売
業者、飼料化業者、畜産農家がwin-winの関係を構
築するための事業モデルを確立する取組を支援する
こととし、新たに予算要求を行っています。
④　その他支援

酪農経営の省力化・低コスト化を図るため、放牧
酪農技術の向上や普及への取組支援、イアコーン等
の濃厚飼料原料の増産に向けて国産濃厚飼料原料の

図 ７　�平成28年度予算概算要求の概要
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生産・給与技術のモデル実証に対する支援などにつ
いて引き続き予算要求を行っています。

むすび

昨年10月、TPP協定交渉が大筋合意に達し、牛
肉・豚肉、乳製品を含む重要 ５ 品目を中心に、関税
撤廃の例外に加えて、関税割当やセーフガードの創
設、関税削減期間の長期以下等を確保することがで
きました。これらの措置により、当面、輸入の急増
は見込み難いと考えておりますが、長期的には関税

引下げの影響も懸念されるところです。このため、
国内の畜産については規模拡大等による生産コスト
の削減や品質向上など国産の優位性の確保等の体質
強化に引き続き取り組んでいくことが必要です。

既述のとおり、飼料費の削減は生産コストの削減
に不可欠です。本年も飼料増産、特に自給飼料の生
産・利用の拡大に関係者が一丸となった取組を推進
してまいりたいと考えておりますので、ご理解とご
協力をよろしくお願いします。

牧草と園芸　第64巻第 1号（2016年）

１ ．はじめに

とうもろこしを原料とする主な家畜飼料として、
飼料用とうもろこしを青刈りして発酵させたサイ
レージと、飼料用とうもろこしを畑で完熟させて子
実だけを収穫・乾燥した子実用とうもろこし（写真
1）があげられます。サイレージ用は北海道で約
５0, 000ha栽培されていますが、子実用とうもろこし
は飼料用として年間約1, 000万tが輸入されており、
国内ではほとんど作られていませんでした。しかし
近年、世界的な需要増加と価格の上昇傾向から、国
内での生産に期待が高まっています。

北海道では平成20年に道央地域で試験栽培が始ま

り、平成27年には100ha超まで栽培面積が拡大して
います。子実用とうもろこしの導入が進んだ主な理
由としては、道央地域の水田転作畑の輪作体系では
小麦と豆類の作付け比率が高く、連作障害が懸念さ
れることから、新たな輪作作物として子実用とうも
ろこしに期待したことによります。

このような背景から、道総研では平成21年度から
の ５ カ年で、北海道の気象に適した子実用とうもろ
こしの栽培法を開発し、栽培実績のある道央地域に
おける輪作体系への子実用とうもろこしの導入効果
を明らかにしたので、その結果を紹介します。

２ ．子実用とうもろこしの栽培法

子実用とうもろこしの栽培にかかる主な作業は、
施肥（基肥）、播種、除草剤散布（薬剤は飼料用と
うもろこしに準ずる）、追肥、収穫、子実乾燥、残
渣すき込みで、畑作物の中では省力的な作物と言え
ます。

子実用とうもろこし栽培で特徴的なのは、サイ
レージ用に比べて栽培期間が長く、収穫後に大量の
残渣が出ることです。その栽培特性を考慮した品種
の選定基準、栽植密度、総窒素施肥量の算出方法、
収穫適期、残渣の処理方法を検討し、栽培法として
表 1にまとめました。なお、基肥は作条施用とし、
収穫機が対応可能であれば畝間は66cm程度まで狭

北海道における子実用とうもろこしの
栽培法と輪作体系への導入効果

富沢ゆい子道総研中央農業試験場 作物開発部農産品質グループ

写真 1　�子実用とうもろこし
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